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北総総 26発 第 20号
平成 26年 5月 8 日

白井市長 伊 澤 史 夫 様

北総鉄道株式会社

取締役社長 金子 賢太

北総線の耐震補強に対する補助金交付にっいて (お願い)

時下、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素、当社業務につきましては、格別なるご理解とご協力を賜り、厚くお礼
申し上げます。

昨年4月 1日 付けで「特定鉄道施設に係る耐震補強に関する省令」が施行き
れ、首都直下地震を踏まえ、北総線全区間について耐震補強を速やかに実施す
ること:が事業者の努力義務とされたところです。

もとより耐震補強は鉄道事業の生命ともいうべき安全 。安心輸送のためにゆ
るがせにできない重要な課題であり、かつ、重大な責務であると認識しており、
可能な限り迅速に耐震補強を推進してまいる所存です。

また、既に関係自治体でも検討が開始されてぃると仄聞いたしております。
北総線は、沿線にお住いの多くの住民の方々にとつて重要な、全体として一

本のライフラインともいうべき必要不可欠の移動手段であり、また、耐震化は

交差する道路施設等周辺施設の安全にも寄与することから、貴市におかれまし
ても、よろしくご理解いただき平成27年度以降補助金の交付につき特段のご
配慮を賜りたく、お願い申し上げます:

なお、現時″点で把握している対象の高架橋柱、橋脚、橋梁の所在及び対象施
工数は別図のとお りです。
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北総鉄道株式会社

取締役社長 平田 憲一郎

平成 26年 、7

市 川 市 長 大 久 保
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北総線の耐震補強に対する補助金交付について (回答)

今般、貴社から平成 26年15月 8日 、9日 、12日及び 13日 に提出され

ました要望文について、北総線沿線 6市である市川市、船橋市、松戸市、鎌



ケ谷市、印西市及び自井市 (以下

答します。
1

:     O-4
「沿線市」という。)は、下記のとおり自

′      記

沿線市は、国の推進方針に基づく、首都直下地震等の大規模地震に備え、

国土強靭化の観点から地震等における空港アクセス線の確保を図るととも

に、一時避難所や緊急輸送道路の確保箸の公共中機能、考慮し、かっ北総鉄

道を利用する市民及び鉄道施設付近に居住する市民等の安全を確保するた

め、早期に北総線の耐震化を行う必要性を認識しております。

このような中、貴社より示されました耐震化事業における各市の支援につ

いては、事業計画期間内での着実な整備がなされるよう沿線市全体で負担す

ることが枢要と考え、協議を重ねている段階でございます。



白井市長 伊 澤 史 夫 様
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チニ鉄 26第 14号

平成26年 8月 20日

北総線の耐震補強に対する補助金交付について (要望)

時下、益々ご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素、当社業務につきましては、格別なるご理解と.ご協力を賜り、厚くお礼申し上げ

ます。

当社は小室駅から印藩日本医大駅までの鉄道施設を保有し、これを北総鉄遺株式会社

に対して貸 し付けている会社であり、鉄道の運行とともにその保守管理についても北総

鉄道株式会社がす体的に行つております。このため、泉球高砂駅から印椿日本医大駅ま

での区間は、一般的に北総線と呼ばれております。

今般、北総鉄道株式会社は貴職に対して、本年 5月 8日付にてt当社鉄道施設を含む

Jヒ総線鉄道施設全体の耐震補強に関し、補助金交付の要望をさせて頂いておりますが、

一体的に運営されております当社施設も含め、北総線全体に対する平成 27年度以降の

補助金の交付につき、特段のご配慮を賜りたく、お願い申し上げます:



北総線 千葉県内の耐震補強補助対象数量

県道

松戸・原木線

1区日
柱 214本
橋梁 13連

-

国道
464号線

千葉ニュータウン鉄道株式会社

、 新京成線      ｀江戸川

柱 112本
橋梁 5連 柱 244本

一

 
―

柱 116本
橋梁 1連

-

柱 390本
橋脚 3基
1喬梁 11連

東武野田線

新鎌ヶ谷駅

神崎川

西白井駅 自井駅 小室駅 小室駅 千葉ニュータウン中央駅

口

柱  94本

一

柱  38本

一

Ｓ

，

へ柱

1喬脚

オ喬梁

1,474本

3基

04連

馴
日

― 1緊急輸送道路(未施工分)

耐震補助対象数量 総計

補助対象
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市川市、船橋市、松戸市、鎌ケ谷市、印西市及び白ォ市 (以下「沿線市」とぃ

う。)は、北総鉄道株式会社及び千葉ニュータウン鉄道株式会社の保有施設への耐

震化事業 (以下「事業」という。)について、下記の条項に従い協定を締結する。

記

(趣旨)    .     :    :
=第 1条 沿線市は、国の推進方針に基づく、首都直下地震等の大規模地震に備え、
国土強靭化の観点から地震等における空港アクャス線の確保を図るとともに、

_北総線を利用する市民及び鉄道施設付近に居住する市民等の安全を確保するこ

とを目的として事業に要する経費の一部を国並びに千幕県と協調して補助する。

(補助金)

第 2条 沿線市の補助は、事業に要する経費91/6以 内とし、毎年度補助する
ものとする:

2 補助金の支出先は、施設の保有者である北総鉄道株式会社及び千葉ニュニタ
ウン鉄道株式会社とする。

(補助期間)′                        ´

第 3｀条
.沿
線市の補助期間は、平成 27年度から、国土交通大臣が告示で定めた

指針に基づき平成 29年度までの3カ年とする。、 :

(負担割合算出項目)                      ●

第4条 沿線市の負担割合算出項目は、事業量として行政区域毎の事業に要する
経費を、受益量として利用者数を用いる。            :

北総線耐震化事業に関する協定書



(負担割合)

業量と受益量をそれぞれ 50%と し、場り表

合)の とおりとする。

その他)               .

6条 その他重要な事案又は疑義等が生じ
.た

場合はて沿線市で協議するものと

1              /

する。

1協定の締結を証す
るため、

を保有する。

Or)

本書 6通を作成しそれぞれ記名押印の上、その 1通

平成 26年 lo月 24日

市 川 市 長  大久保

(補

負担割合等

市り|1市 船橋市 松戸市 鎌ケ谷市 印西市 白井市

負担割合 9.65% 1.83% 50.93% 10.09% 14.61% 12.89%

個

別

割

合

事業量 10.01% 0.43% 75.22% 9.68% 0.00% 4.66%

受益量 9.29% 3.22% 26.65% 10.50% 29,22% 21.12%
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螢 鎌ケ谷市長  清 水

印西市長 :板 倉

白井 市 長  伊澤
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